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研究成果の概要（和文）：本研究では、国勢調査オーダーメイド集計を用いて、1980～2010年までの在日外国人の社会
経済的地位の動態を分析した。その結果、在日コリアンに関して1950～60年代生まれコーホートに置いて職業ニッチの
変化が生じていること、民族経済が脱産業化したという説は過大評価である可能性が高いことを明らかにした。同時に
、ニューカマーについては進学格差が縮まりつつあるが、これはリーマンショックによる帰国の影響が強いことも示唆
された。また、中国籍に関しては学歴の高い新中間層と技能実習生に分化しており、出生コーホートごとに日本への包
摂様式がかなり異なる。

研究成果の概要（英文）：We have obtained data on the socio-economic status of foreigners in Japan using 
the order-made calculation system. Findings of data analysis are the followings. (1) In terms of the 
occupation of zainichi Koreans, those born in 1950s and 60s experienced great change compared with older 
generations, leading to some extent of economic assimilation. (2) The Korean ethnic economy has not been 
so rapidly changing as expected in previous research: post-industrialization of the ethnic economy is 
limited. (3) Although there still exists wide gaps in enrollment rate to high schools and universities, 
they have been narrowing in the last decade.

研究分野：公共政策学
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１．研究開始当初の背景 
日本の移民研究の発展を妨げてきた大き
な要因として、公的統計の欠如を挙げること
ができる。国籍別の統計は、多くの OECD諸
国で広く整備されているが、日本では失業率
ひとつとっても国籍別に集計されていない。
それゆえ、「若年層の失業」「女性の非正規
雇用」は統計から議論できるが、「外国人の
失業」は隠蔽され、国際機関も日本の公的機
関・研究者も注意を向けてこなかった。全体
として、人口学的なデータ（登録者数、国籍
別婚姻など）は不十分とはいえ存在するが、
社会経済的状況を表すデータ（労働、教育、
所得などに関する統計）は著しく整備が遅れ
ている。ある程度の全体像を描くのに成功し
たのは、福岡・金『在日韓国人青年の生活と
意識』1997、梶田・丹野・樋口『顔の見えな
い定住化』2005程度しかない。そのため、社
会学の基礎たる階層や教育などに関して、デ
ータがないがゆえに現状が明らかにされな
い→それゆえに関心を集めず研究が進まな
いという悪循環が続いてきた。 
そこで本研究では、2009年の統計法改正に
より利用できるようになった「国勢調査オー
ダーメイド集計」を活用する。これは三重ク
ロス集計しかできないものの、空白領域だっ
た「外国人の社会経済的地位の動態」をかな
りの程度解明しうる。そのための予備的な作
業として、申請者らは昨年度に 2000 年国勢
調査データのオーダーメイド集計を行った。
その一部もとにした下図は、国籍・学歴別の
役員比率を示した初めてのデータである（そ
もそも国籍別学歴自体開示されていない）。
図から、(1)外国人についても大卒層の役員比
率が高いこと、(2)外国人の人的資本はエスニ
ック・ビジネスで活用されており（特にコリ
アン）、就職差別に留まらない積極的な要素
があることがわかる。さらに年代別・複数年
次の集計がなされていれば、コーホート毎の
就職状況の変化も明らかにできる。すなわち、
「在日コリアンの就職差別は緩和し、自営か
らサラリーマン化が進んでいるのか」「ニュ
ーカマーの自営業主はどのような年代に多
いのか」といった問いに答えられる。本研究
は、こうした問いを束ねた以下のような移民
研究の中心的論点について、実証的かつ体系
的に展開する初めての試みとなる。 
・集団間比較：進学率、学歴、職業、労働参
加、家族、空間移動などで国籍その他の属性
ごとにどのような差があるのか、そうした差
は、（居住期間、学歴、年齢、婚姻など）何
によってどのように説明できるのか。 
・時系列的な動態：上記の特徴は、どのよう
に変化したのか。その要因は何か。たとえば、
フィリピン人の加齢に伴い介護サービスへ
の進出が進むといわれるが、それはどの程度
なのか。在日コリアンのニッチはいかに変化
したのか。 
・国際比較：在日外国人の社会経済的地位の
動態は、他の移民受入国と比較してどのよう

な特質を持つのか。それは何に起因するのか。 
 
２． 研究の目的 
本研究では、1990～2010年にかけての 5回
の国勢調査データをオーダーメイド集計す
る。このデータは、今後の移民研究の貴重な
基礎資料であるため、わかりやすく開示して
解説した論文を執筆する。たとえば、婚姻形
態ごとの女性の労働力比率をみると、韓国・
朝鮮と中国は日本人と変わらない一方で、フ
ィリピン人は専業主婦化と離婚時の就労率
に大きな差があり、ブラジル人は常に就労率
が高い。こうした出身地域ごとの相違は上図
以外のデータでも見られる。東アジア＝日本
人に近い人口学的構成と社会経済的同化の
進行、東南アジア＝結婚・女性移民、南米＝
労働者移民という性格にもとづいており、そ
れが社会経済的状況を広く規定すると思わ
れる。これは、ポルテスらの議論と深く関わ
っており（Portes ed., Economic Sociology of 
Immigration, 1995; Rumbaut & Portes, Legacies, 
2001）、それを参考にすると理論的には以下
のように規定できる。機会構造（法的地位）
は、入国当初の人的資本（教育を受けた国・
学歴）と社会関係資本（家族構造）を規定し、
集団間を分岐させる。だが、通時的にはこれ
らの条件は滞日経験により変化し、序列の変
動も生じうる。これに関して、家族・ジェン
ダー、教育、労働をめぐる仮説群を以下のよ
うに提示し、データにより検証する。 
・集団間比較＝集団間の差はどのようなもの
で何によって生じるのか：東アジア系が日本
人に近いことの裏返しとして、内部での分化
が進んでいるが、これは日本国内で評価され
る人的資本の有無による。それに対して東南
アジア・南米系はそれぞれ結婚移民、労働者
移民に特化した同質的な集団として日本社
会に包摂されている。その結果、人的資本の
活用は日本＞東アジア系＞東南アジア・南米
系となる。 
・時系列的比較＝過去 20 年間でどのような
変化が生じたのか：外国人全体の職業的特徴
は、自営業→労働者／主婦の比重が高まった
が、その結果として外国人人口全体の特性が
どう変化し、どのような集団間の分化が生じ
たのか。東アジア系では自営業従事比率が低
下しており、これは若年層の一般労働市場参
入の結果と思われる（コリアンについては就
職差別の緩和、中国人は留学生→ホワイトカ
ラー経路の確立）。東南アジア系は、エンタ
ーテイナーより主婦が多くなり、配偶者によ
って社会経済的地位が決まる度合いが高ま
った。南米系は長期間働いても地位が上昇せ
ず、学歴も全体として下がった。かつ第二世
代の進学率も低いため、米国のラティーノと
同様に転落型同化（downward assimilation）と
呼ばれる地位の低下が進んでいる。 
・国際比較＝国際的にみて在日外国人の社会
経済的特徴は、どの国とどのような点で類似
しているのか：職業や教育に関して、東アジ



ア＞東南アジア＞南米というエスニックな
序列が形成されつつあり、米国のアジア系＞
南米系という序列と類似点が多い。ただし、
失業率の内外人格差の小ささ、若年失業率の
低さはイタリア等と共通しており、移民新興
国としての性格を持つ。 
本研究の特色は、国勢調査データをまとめ
てオーダーメイド集計することで、未解明だ
った在日外国人の社会経済的地位の動態を
解明することにある。米国を初めとする他の
移民受入国では、研究の進展に国勢調査など
公的データが重要な役割を果たしてきた。こ
うした統計はホームページからダウンロー
ドして自由な分析が可能であり、それが米国
流の経験的知見に基づく論争と理論の発達
を生み出している。今回のオーダーメイド集
計は、個票を利用できるわけではないので統
計的な分析という点では限界があるものの、
上で提示したような「隠蔽されてきた」問い
に答える点で、学術的のみならず運動・政策
に対しても大きなインパクトをもたらすだ
ろう。 
さらに学術的には、細かく言えば以下のよ
うなメリットがある。(1)従来の国勢調査公開
データは限られた変数のクロス集計しか出
さなかったのに対して、オーダーメイド集計
では任意の変数の三重クロスまで集計しう
るため、仮説検証もある程度は可能である。
たとえば時系列データの使用により、「地位
の変動は時代効果、加齢効果、コーホート効
果のいずれによるものか」という社会学の基
本的な分析手法を用いた分析ができる。 

 
３．研究の方法 
国勢調査データのオーダーメイド集計は、

2011年時点の通算で 8件しかなされておらず、
そのうち外国人関連は労働市場研究の 1件し
かない。しかし、外国人に関する統計が未整
備な状況にあっては、これはもっとも信頼で
きる大規模調査の結果であり、本研究のよう
な包括的・時系列的な分析によるメリットは
大きい。集計の発注に際しては、個人票と世
帯票ごとに調査項目を選定し、三重クロスま
で組み合わせを指定して先方にデータを納
品してもらうようになっている。国籍別集計
が可能な過去 5回の国勢調査について、小調
査も含めて利用できる属性変数（国籍、性別、
年齢、配偶関係）と大調査のみ利用できる変
数（学歴）がある。属性×属性、属性×職業
（従業上の地位、社会経済分類、職業小分類、
失業率、就労率）／教育、職業×教育、さら
に空間移動（居住期間）を媒介変数とした関
係をみていく。この集計データを利用して、
前掲の仮説の検証を進めて「社会経済的地位
の動態」に関する論文を執筆していく。 
 
４．研究成果 
(1)ニューカマーについて 
① 社会経済的状況の規定要因 
・世界的にみると、脱工業化した国の多くは

サービス業を中心に移民を包摂してきたが、
日本でサービス業従事比率が高いのは韓
国・朝鮮籍だった。ニューカマー外国人は、
エンターテイナーのような例外的なニッチ
を除けば、多くが製造業へと包摂されている。
この原因の 1つは、選別的な入管政策による
ものであり、労働ではない興行という在留資
格でエンターテイナーが包摂されるしかな
いように、サービス業への包摂を進めてこな
かったことによる。それに対して、研修・技
能実習という在留資格は、生産性の低い製造
業へと低賃金労働者を包摂するべく制度設
計がなされており、製造業への政策的誘導が
あったとみるべきだろう。 
・失業者比率や就労職種を規定する要因とし
て、学歴には意味がある。これは当然のこと
ともみえるが、出身国で教育を終えたニュー
カマー外国人の場合、日本で学歴が正当に評
価されることはほとんどない。しかし、失業
者比率は学歴に反比例するし、学歴が高いほ
ど当該集団の典型的な仕事ではない職種へ
と進出している。 
・日本籍男性と結婚する場合と同国籍男性と
結婚する場合で、妻の就労状況に大きな違い
がある。前者の場合、就業率は低く、特にタ
イ、中国、フィリピン、韓国・朝鮮籍で就業
率が低い。また男性が仕事に女性が家事に従
事する傾向が高くなり、性別分業が徹底され
る傾向にある。他方、同国籍夫婦の場合、女
性の就業率は上昇する。特にブラジル、フィ
リピン籍妻の就業率は高く、なかでも「主に
仕事」の割合が半数を超えていた。両国籍の
男性も就業率、とくに「主に仕事」の割合は、
他の国籍の男性と同じく高いので、共稼ぎで
世帯を支えていることが伺える。また夫婦の
職業の組み合わせについては、国籍によって
違いが大きく、中国籍は専門職夫婦の割合が
高いが、ブラジル、ペルー、フィリピン籍の
場合は夫婦ともブルーカラーに集中する傾
向にあった。 
・持ち家率についても、日本籍男性を夫とす
る世帯か、夫婦が同国籍で外国籍の世帯かに
よって大きく異なっており、後者は、韓国・
朝鮮籍をのぞいて低く、特に、フィリピン、
タイ、ブラジル籍では 2%台だった。同時に、
日本籍男性を夫としても、妻の国籍によって
持ち家率に差がある。すなわち妻も日本籍の
場合、世帯の持ち家率は 70%台後半だった一
方で、妻がフィリピン、タイ籍の場合は 40%
台、ブラジル、ペルー籍の場合は 30%台だっ
た。日本籍男性とフィリピン、タイ籍女性の
結婚は、生活の本拠が日本にある場合が多い
と考えられ、その場合、持ち家率の低さは世
帯の経済状況を示している。 
 
② リーマンショックの影響 
 2010年は、リーマンショック後のはじめて
の国勢調査だった。その影響は、ブラジル、
ペルー籍の就業率の低下と失業率の上昇に
端的に表れていた。2000、2005年の調査では、



同国籍夫婦世帯が多いブラジル、ペルー籍女
性は就業率が高く、日本人と国際結婚する場
合が多いフィリピン、タイ籍女性の就業率は
低いという点で大きな違いがあった。またフ
ィリピン籍女性でも、同国籍男性を夫にもつ
場合は、就業率が高かった。しかし 2010 年
は、2005年と比較すると、日本籍男性の妻で
あるフィリピン籍女性の就業率が大幅に上
昇しており、特に 40歳台後半から 50歳台が
そのピークとなっていた。このような就業率
上昇の背景の一つとして、日本人と結婚した
フィリピン籍女性の中で、子育てが一段落し
た 40 歳台以上の割合が増加し、彼女たちが
再び労働市場に出るようになったことが考
えられる。つまりフィリピン籍女性を典型と
する国際結婚世帯の妻は、日本籍女性と同様、
結婚・出産で一旦退職し子育てが一段落して
就業するパターンをとることが多いように
みえる。しかし同時に、国際結婚世帯の夫、
具体的には、フィリピン、タイ、中国、韓国・
朝鮮籍妻をもつ日本籍男性の失業率も上昇
していた。こうした夫の就業の不安定化にと
もなう世帯の経済状況の悪化も、フィリピン
籍妻の就業を後押ししていると考えられる。
ただし、フィリピン籍女性を含め外国籍女性
の失業率も全般に高い割合にある。またフィ
リピン籍女性は母子世帯として生活してい
るケースも多くなっている。ニューカマー女
性が来日するようになってすでに 25 年以上
経過しているが、彼女たちの生活は安定して
いるとは言い難い状況にある。 
一方で、00 年代後半には多くの国籍につい
て進学率が向上し日本籍との格差が縮まっ
たことが分かった。また、中長期的な動態と
しては「中間層化」とも呼べる韓国・朝鮮籍
保護者のホワイトカラー化、「大衆化」とも
呼べる中国籍保護者のブルーカラー化が確
認できた他、ブラジル籍・ペルー籍について
は子どもの持ち家居住率の上昇や世帯あた
り子ども数の増加など「脱デカセギ化」とも
言える「永住化」の進行が確認できた。 
 
(2)在日コリアンについて 
第一に、全体としていうと、絶対的な比率
をみる限り民族経済化のピークは過ぎたと
いえる。オッズ比自体は全体として下がって
いるわけではない。それゆえ、日本経済の変
化に合わせて民族経済も変化しているとい
えるが、そこに包摂される在日コリアンは減
っている。また、製造業離れは日本全体より
速く進んでいるが、これは一方では中小零細
の軽工業が多いことによるだろう。韓（『在
日企業の産業経済史』）のいう脱産業化の進
展という見方は、製造業離れという点では確
かに妥当している。しかし、第三次産業での
業主が増えているとはいえないことから、サ
ービス業へと迅速に転換する民族経済とい
う評価は、過大評価であるように思われる。
むしろ、日本全体で自営業者が減少するのに
合わせて民族経済も縮小し、製造業について

は日本全体を上回るペースで縮小している、
とみなしたほうがよい。 
第二に、ホワイトカラーへの進出をみる限
り、Alba and Nee（2003）がアメリカの日
系や中国系について述べたような経済的同
化が緩やかに進んでいるとはいえる。しかし、
オッズ比をみる限りではまだ一定の差があ
ること、ニューカマー韓国人の影響があるた
め数字が押し上げられている可能性を考え
ると、これも過大評価はできない。つまり、
ホワイトカラーへの進出は確かにみられる
が、民族経済の縮小を補うほどの規模とはい
いがたい。二〇〇五年までの傾向をみる限り、
経済的同化に関する言説はやや誇張気味に
語られているように思われる。その意味では、
まだ就職差別に体現されるネガティブな相
違は存在しており、容易に解消されるもので
はないこともわかる。 
最後に、若年層の労務作業者が増加してい
ることから、部分的に分極化が生じていると
はいえるだろう。とはいえ、オッズ比につい
て特に増加傾向がみられるわけではない。日
本全体の分極化と同じペースで進んでいる
のであり、民族経済の縮小と結び付けるのは
無理がある。 
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